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EU・都市再生事業の包括性・統合性・持続可能性に関する研究

一アーバンパイロット事業1期の事例研究を通じて一
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本研究の目的は,EUにおいて包括的・統合的な都市再生手法が形成された背景を,アーバンパイロット事業1期(UPPI)

の事例研究から明らかにすることである。さらに,都市再生の持続可能性を向上させる要因にっいて分析し,目本型の街

なか居住環境整備への示唆をえた。その結果,①UPPIは,柔軟な枠組みの中で多様な取り組みが実験的に行われたため包

括的,統合的な再生手法が形成された。②持続可能性を高める要因として,社会経済的な事業を統合的に行うこと,初期

段階から多様な主体と連携し協同で運営すること,自立した運営を見据えて助成期間中にマネジメントのできる人材を育

成しノウハウを蓄積することが重要であることがわかった。

キーワード1)EU,2)都市再生事業,3)統合的アプローチ,4)持続可能性,5)街なか再生,6)パートナーシップ

RESEARCHONCOMPREHENSIVENESS,INTEGRIrV,ANDSUSTAINABI〕TYOFURBAN
REGENERATIONPROJECTOFEU

-TheCaseS重udyOfUrbanPilotPr()jecヒ1『

Ch.YUmiFukしinala*1

MemTetsuyaKakuhashi*2

ThisstUdyaims,throughacase…寛udyoftheUfbanPnotPr句ectLtDinu甑ctheoontextofufban氏)developmentschemewhichhasbeeninitia丈edbythe

EUandadoptSacomprehensiveandintegrativeapproac瓦andtr)analyzefac彼)rsof曲nabih壌whichmeansqualityoflifeinurbanareacouldbe

mairttainedorenhancedeventhoughbeyondthesubsidiZedperi(xdltturnsoutthatacomprehensiveandintegrativeapproachthroughouttheEU-led

uゴbanredevelopmentprogramhasbeenesaabliShedthroughavarielyofexpedmentalpr()jeCtswithina負e)dblefiamework.Weassurethat(i)重he

resolutionofeconomicandsocialproblemsaswellasphysi()alproblems,(ll)anearly-stagepa血erShipamongavarietyofentitieqand(hi)ahurnan

capitalenhancementareessentialforsustairiableufbandevelopment

1.はじめに

1-1.研究の背景と目的

日本の地方都市では,街なかの衰退が顕在化して久しい。

再活性化は重要な課題の一として位置づけられ,これまで

も街なか再生を支援する助成事業が数多く行われてきた。

地方都市における街なかの衰退は,施設の郊外化や居住者

の減少,雇用の場の縮小・喪失,少子高齢化などの問題が

複雑に絡んで顕在化していると考えられる。しかしこれら

の事業は,公共施設や街路などの空間整備や,商業の活性

化に重点がおかれるなど,都市全体を包括的に見据えた内

容ではなく,戦略に乏しいものがほとんどである。また,

事業期間が終了した後は取り組みの勢いが減速、あるいは

停滞してしまう傾向もみられる。このため多くの資金と労

力が投資されたにも関わらず,事業期間以降も継続的に都

市が活性化しているといった例は少なく,十分な成果は得

られないのが現状である。

ところで欧州においても,インナーシティの荒廃や都市

内環境の格差拡大といった状況から都市再生は重要な課

題となっている。これを受けて国を超えた共同体である

EUでも,持続的な発展を目指してさまざまな政策を展開

している。

EUの地域政策総局注1)では,1980年代後半から都市再

生事業アーバンパイロット事業1期(UrbanPilotProject

I以下UPPI)に着手し始めた。UPPIは,少ない予算の

中で実験的に行われた事業であったにも関わらず,包括的

かっ統合的な手法による都市再生の成功事例を生み出し

た。そしてその手法は後年に実施された都市再生事業に継

承されている。

このようにUPPIはEU都市再生事業の基盤を形成した

と考えることができる。しかし,その特徴である包括的・

統合的な手法が形成されるに至った経緯や,対象地域での

具体的な展開内容,事業遂行上のパートナーシップの実態
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は明らかにされていない。また,本事業終了後10年近く

経過しているにも関わらず,今なお良好な環境を維持して

いる都市が存在していることも,日本とは異なる大きな違

いであると考えられるが,その持続性の要訣についての考

察もなされていない。

なぜ,UPPIでは限られた予算のなかで成功事例を生み

出すことができたのだろうか。また,事業終了後も良好な

居住環境を持続的に保っ都市は,どのような方策で事業に

取り組んだのだろうか。

以上のような背景をふまえて本研究の目的は以下の3

点とする。

①UPPIの事業枠組みを整理し,包括的・統合的な都市再

生手法が形成された背景を明らかにする。

②事例研究を通じて対象地域レベルの具体的な事業の実

態を明らかにし,事業終了後も良好な環境を持続するため

の要因を考察する。

③UPPIの手法を通じて,日本型の街なか居住環境の整備

への提案を試みる。

1-2.既往研究と研究の意義

UPPIに関連する主な研究として次のようなものがある。

Tofarides(2003)は,UPPIの後に行われた都市再生事業

URBANの事例分析を行う前提として,EUが都市政策に介入

した歴史的背景と,UPPI設立の経緯を明らかにしている。

また,岡部(2003)は,EUの都市再生政策の変遷を論じ

るなかで,スペインで実施されたUPPIの事例を紹介して

いる。しかし,いずれの研究もUPPIの事業制度を分析の

対象とし,ケーススタディを通して事業の内容や成果,事

業後の持続可能性について具体的に論じた研究ではない。

日本では今後,限られた財源で良好な都市環境を形成し,

これを持続していくことが求められている。EUにおける

持続可能な環境形成に寄与しうる事業枠組みと,地域レベ

ルの具体的な実施状況,および事業後の持続可能性の要因

を明らかにすることは,日本の街なかにおける居住環境整

備にも有益な知見をもたらすと考える。

1-3.研究の方法

まず,UPPIの設立の契機や目的,対象地域の特徴など

を整理し,包括的・統合的な都市再生手法が形成された背

景を明らかにする。次に,UPPI以降のEU都市再生事業の

経緯を簡潔に整理し,現在実施されている都市再生事業

URBANIIのガイドラインにおける記述の分析を通して,包

括性・統合性がどのように位置づけられているのかを明ら

かにする。これらのデータは,既往研究やEUが発行する

レポートなどによる文献調査と,EUの地域政策総局注2),

EUROCITIESへの調査,ECOTEC注3)へ文書による質問回答

書から収集したものである。

事例研究の対象は,UPPIの中の一連のプロジェクトで

あるBOMプロジェクト注4)(ベルギー・アントワープ)と,

SENDプロジェクト注5)(オランダ・フローニンゲン)であ

る。これらはUPPIの成功事例の一例であり,現在もなお

良好な環境を保つ地域である。本稿ではこの二つのプロジ

ェクトを取り上げ,その事業内容,財政状況,パートナー

シップの形成について明らかにする。そして事業終了後の

運営状況を明らかにし,持続的な成長を可能にしている要

因について考察する。これらは,既往研究やEUが発行す

るレポートによる文献調査,および現地における事業主体

へのヒアリング調査によってデータを収集した注6)。

まとめでは,本研究を通して得られた示唆を元に日本に

おける街なか居住環壇整備方策の提案を行う。

2.UPPIの概要

2-1,UPPI設立の背景と経緯

EUの地域政策は1975年の欧州地域開発基金(European

RegionalDevelopmentFund,以下ERDFとする)の設立

とともに本格化した。1980年代後半頃まで地域政策総局

の主要な施策は農業政策や経済的後進地域の支援策であ

り,都市に関する政策はほとんど行われてこなかった文1)。

都市政策が行われるようになった背景には,都市人口の

増加や,インナーシティの問題が顕在化したことがある。

当時,都市部の居住者は,EU総人口の約80%に達し,イ

ンナーシティでは,失業者問題,社会的排除の問題,貧困

問題などが深刻化していた。

UPPI設立は,EUの地域政策総局のコミッショナー(当

時)BruceMillanの積極的な働きかけと,構i造基金注7)

の再編によってERDFが増加したことが影響している文2)。

当時EUでは,都市問題は各加盟国や自治体で解決すべ

き問題であるという見解があったため,都市政策に介入し

ていなかった。しかしMillanは,大都市部のインナーシ

ティの衰退を深刻に受け止め,都市レベルで解決できない

問題をEUが支援する方策を模索していた注8)。折しも当時

のEUの欧州委員会では,1988年に構造基金の制度改正に

伴ってERDFの予算を倍増していた。さらに,ERDF規約第

10条では,革新的な手法の開発に割当てられる構造基金

の1%の基金枠から都市政策を支援することが新たに定め

られるなど,新たな都市政策に対する機運が高まっていた。

このようにMillanの積極的な働きかけと,構造基金の増

加,再編が契機となって,偶発的にUPPI事業は設立され

たのである。

2-2.UPPI事業の概要

EU地域政策は,グローバル化が進展するなかでEU全体

の競争力を高めるために,都市間格差および都市内格差の

縮小を目的としている注9)。UPPIは,このような地域政策

の方針をふまえつつ,①社会・経済的な領域と連携しなが

らEU地域に共通する都市問題を改善する革新的手法を開

発し,②これを他の都市へ広めることを目的とした。

UPPIは1989年から1993年までに行われ,その対象地

域はEU全域に広がり,11加盟国33地域である注1°)。

以下,UPPIを遂行する上での財源及びそのパートナー

シップにっいて概観するとともに,UPPIの大きな特徴で

ある対象地域,事業内容の多様性について検討する。
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<財源>

UPPIにおけるEUの財源は,欧州委員会規約第IO条に

規定されているERDFの「革新的取り組みに対する1%基金

枠」から拠出されており,地域との共同出資が原則となっ

ている。対象33地域における事業総額は約2億400万ECU

であり,このうちERDF負担額は約1億ECUである(表2-1)。

地域別に事業総額をみると,500万ECU未満の地域が14

表2-1UPPIの対象都市と事業目的

       都市名人口(万人)開始年実施月数事業総額(MECU)目的地域具体的な事業目的
       テーマカテゴリー:欄市街地の環境整備

       ベルリン34019907710.81+2'分断された地域社会を結ぶための橋の建設
       ダブリン951991549.41文化・芸術活動の支援による歴史的市街地環境の整備

       ジェノバ651992577.02'民間投資を活用した市街地景観整備       テッサロニキ40517.31文化・観光の活性化のための歴史的景観の整備
       リスボン60647.61建造物の耐震化と連携した歴史的地区の改善

       コーク121993622.91空家利用による歴史的市街地環境の再生
       ボルト30565.71庭園の再生による郊外衰退地域の環境改善
       テーマカテゴリー:技術闘発

       モンペリエ2219914812.7非地中海と熱帯農業と食品生産に関する技術開発・研究の強化

       トウールーズ4019925714.3非先端コンピュータ技術とコミュニケーション技術の開発       ベニス306610.02'旧産業施設を再利用した海洋技術研究所の設立
       ボルドー20560.62'木材・森林に関する研究所の設立

       バラドリッド301993445.71歴史的文化の継承のためのレーザー技術等の開発
       テーマカテゴリー:地域経済発展を霞的とする環境整備

       ジブラルタル31990455.62中小企業活性化のための調査・研究

       アテネ771991547.71失業者の職業訓練と連携した公園の設立       ノインキルヘン0.7484.02文化的活動の促進と、景観の改善による産業衰退地区の再生
       マドリッド300379.22'公園の設立や環塊保全を念頭に置いた工業地の開発

       ストークオントレント251992484.02セラミック工業の再生と地域の再活性化       フローニンゲン18553.22社会経済基盤強化のための雇用センターの創設
       ベルファスト28666.71自然環境の保全と経済開発を一体的に目指した地域再生
       ラ・ボブラ・デ・リリェット0.1580.52庭園の再生と郊外産業地域の環境改善
       テーマカテゴリー:社会闘題の解決と地域経済の発展

       ロンドン68019894110.22,職業トレーニングなどによる地域経済基盤の強化

       マルセイユ9719906010.02'多様な近隣地区サービスによる社会住宅団地の再生
       ロッテルダム60545.3非中小企業支援による都市環境の改善

       オールボー151991402.22土地利用計画作成のためのG[S構築
       ブリュッセル96302.9非情報技術の教育などによる社会的排除問題の解消

       コペンハーゲン46ユ992514.6非エコテクノロジーの利用による都市環境の改善       ブレーメン55573.22'職業訓練等による社会経済基盤の強化
       ペイズリー7573.9非コミュニティセンターの設立による郊外地域の社会経済の再生
       リヨン44483.9非科学館の設立と失業者支援による社会住宅団地の環境改善

       アントワープ471993443.0非地域経済基盤強化・雇用の創出のためのビジネスセンターの設立       ドレスデン47567.61プール(歴史的建造)の改修と理学療法の連携による地域再生
       ビルバオ35568.2非「自己再生」手法による失業問題の改善と市街地環境の整備
       リエージュ19444.62観光を意識した橋の再生

目的地域1;開発の遅れている地域の開発・構造調整の必要な都市
目的地域2;産業衰退都市,目的地域2`:都市の一部が目的2の地域

非:いずれにも該当しない都市

地域と最も多く,次いで500～1,000万ECU未満(13地域),

1,QOO万ECU以上が6地域となっており,一地域あたり平

均約619万ECUである。

具体的に地域別に総事業費の規模をみると,最も大きい

のは,トゥールーズ(フランス)で1,430万ECU,最も規

模が小さいのは,ラ・ボブラ・デ・リリェット(スペイン)

の50万ECUである。各地域の事業費は,その事業内容に

よって幅があることが伺える。

各地域の総事業費は,ERDFからの資金と合わせて,各

地域の自治体,中央政府等からの共同出資に依存している。

EU側は,地域との連携を強化することが共同出資の目的

としているが,地元の共同資金が確保できない場合は,申

請することができないという問題もあった。

<パートナーシップ>

UPPIでは,多様な分野の事業が実施されたため,各分

野の専門家や関係団体の協力が不可欠であり,パートナー

シップの形成を促したと推測される。また,地域の関心を

高めるために,住民参加も積極的に図られた。

UPPIの成功事例では,民間企業との連携や住民参加が

積極的に行われた(表2-2)注11)。テッサロニキ(ギリシ

ャ)やコーク(アイルランド)では,自治体だけではなく,

中央政府や州など行政間の「縦」の連携がとられた。また,

モンペリエ(フランス)やベニス(イタリア),ストーク

表2-2成功事例の事業内容・主導組織・パートナーシップ

     目的都市名主な事業主導組織パートナーシップの概要

     〈旧市街地の整備〉テッサロニキ・景観の整備・商業機能の強化・街路の整備ThessalonikiOrganisaLi。nR:rtheMa5しBrPlanandEnwonmenしalProしect【on自治体、地域、中央政府など様々なレベルの行政と、地元企業の連携     コーク・教会の再生・市場の関設歴史文化の継承・店舗の上階を住居に転用・交通管理Corkcorporation中央政府と自治体など様々なレベルの行政と、民間企業および地域住民の連携

     〈技術開発Vモンペリエ・技術センターの開設・研究活動の推進・雇用の開発αtyofMrseiHes大学、民間企業、自治体との協力な連携
     ベニス・歴史的建造物の再利用・研究所の設立・トレーニングセンターの設立THETISCenしroServizi12の民間企業からなる組織や自治体、大学との連携

     論す域る経環済境発整展備を〉目的ストークオントレント・セラミック工場の再生・博物館の改修・技術継承・雇用の創出Sしoke-on-TrentαtyCouncil民間企業や大学、銀行など多様な分野の連携     フローニンゲン・雇用センターの設立・企業ネットワークの形成・企業サービスセンターの設立・職業訓練ワークショップCityofGroningen事業に関わる職業安定所やコンサルタント、地域企業との連携

     〈社会問題の解決と地域経済の発展〉アントワープ・ビジネスセンターの設立・職業訓練事業・メディエーションセンターの設立BOMvzw様々な団体から構成される非営利組織BOMが主導。具体的な事業の運営は他組織に委譲し地域企業などの参加を促進     コペンハーゲン・暖房、雨水利用システムの導入・リサイクル資源の活用・既存の窓の活用・失業者の訓練C1tyoFCopenhagen技術研究所や大学など、アカデミックな分野からの協力や住民参加。失業者の職業訓練を兼ねた事業管理組織の設立
     ドレスデン・プールの再生・周辺環境の再生・技術習得と雇用の支援STESADGmbH大学からの技術支援を受けながら、プールを利用する居住者との連携を重視

     ペイズリー・公共図書館、育児設備を整えた独り親のための技術トレーニング施設、病院、デイサービス、高齢者の日時間必要に対する準備、ミーティングルームなどの設償FergusiliePrakPrtnership地方自治体や公共企業体、地域コミュニティー、民間企業からなるFergusiilePrakPrしnershipによって運営
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オントレント(イギリス)など,技術開発を実施した地域

では大学との連携を図るという特徴がみられる。さらに,

アントワープ(ベルギー)やペイズリー(イギリス)では,

自治体や大学,民間企業など様々な主体から構成される

組織を立ち上げて,UPPIを管理運営した。

<対象地域とその特徴>

UPPIではEU内すべての地域が対象地域として直接申

請・受給が可能だったため,多様な地域において実施され

た。加盟国別では,イギリス・フランスで各5都市,スペ

イン・ドイツで各4都市,ベルギー3都市,アイルランド・

イタリア・オランダ・ギリシャ・デンマーク・ポルトガルで

はそれぞれ2都市で実施された。

人口規模別にみても,人口約680万人(当時)のロンド

ンや,人口約1,400人のラ・ボブラ・デ・リリェット(ス

ペイン)など様々な規模の都市で実施されている。当時大

規模な都市は,格差是正を目的とする地域政策の支援は受

けにくかったが,UPPIはロンドンやベルリンなどの大都

市も対象となったことが特徴的である。

また,「優先目的地域」に指定されない「非該当地域」

も事業対象となった。「優先目的地域」とは優先的に構造

基金が配分される地域である。「優先目的地域」は更にそ

の目的において細分化されており,相対的に低開発地域の

支援を意図した「優先目的地域1」,産業衰退地域の支援

を意図した「優先目的地域2」があり,さらにそれが重複

している地域がある。選出された都市を「優先目的地域」

別に分類すると,「優先目的地域1」は9件(全体の約

27.2%),「優i先目的地域2」は14件(42.4%),「優i先目

的別地域1+2」注12)は1件(0.3%),いずれも該当しな

い「非該当地域」は9件であり,全体の27。2%を占めて

いる。

このように,国や人口規模,「優先目的地域」などに関

わらず対象都市は多様であったことがわかる。

さらに特筆すべきは,UPPIには事業内容に関するガイ

ドラインがなかったことである。このため,目的を達成す

るために様々な方策を取ることが可能であった。特に成功

事例の多くは,多様な事業を組み合わせて行っている(表

2-2)。ドレスデン(ドイツ)では,歴史的建造物でありな

がら廃屋となっていた地域のプールを改修し,再生するこ

とを目的にUPPIを実施した。しかしプールの再生のみな

らず住民の健康増進のため理学療法を取り入れるという

ユニークな取り組みをした。またコーク(アイルランド)

では,インナーシティを再生するため,住宅の建設や公的

施設の整備を主な目的として掲げていた。しかし,この住

宅整備を失業者に対する技術習得の機会として位置づけ

るとともに,単に住宅を増やすのではなく,税率優遇をす

るなどテナントの誘致や景観の整備などを一体的に行う

ことで,雇用問題を解決し,さらに街なか全体の賑わいを

高めることに成功したといえる。

このように,UPPIでは,従来の経験にとらわれること

なく空間的再生と社会経済的再生を組み合わせるなど,新

たな手法で事業を実施し,相乗効果を高めていることがわ

かる。そして同時に地域の独自性や創意を盛り込むことが

できるという特徴があった。

3.UPPI以降の都市再生事業

EUではUPPIの実施を皮切りに,これまで4つの都市再

生事業を行ってきた(表3-1)。EU都市再生事業はUPPI

以降,250近くの地域で実施され約20年間におよそ17億

EURのEU資金が投資された。1994年にURBANI,1995年

にはUPPIIが開始され,現在はURBANII(2000-2006)が実

施されている。これらの事業は,前に実施された事業の成

功手法を取り入れ,課題の改善を図りながら進めている。

表3-1地域政策総局による都市再生支援事業

実施
事業名 主要な目的

期間
対象

基金枠都市数
EU平均EU

資金総額資金額

〈事業内容とその特徴〉

対象地域の事業テーマを大別すると,「旧市街地の整備」

が7都市,「技術開発」が5都市,地域経済発展を目的と

する環境整備」が8都市,「社会問題の解決と地域経済の

発展」が13都市である。これらを「優先目的地域」別に

みると,「優先目的地域」に指定されている都市では市街

地景観の整備や歴史的建造物の保全といった環境整備を,

「非該当地域」では地域企業の支援や失業者の技術トレー

ニングなど社会問題の解決を重視する傾向がみられる。

UPPIでは都市再生事業でありながら,社会経済の再生

が重視された。この要因としては,UPPIの財源である構

造基金が,もともとGDP比率を根拠とする都市間の格差縮

小を目的としているため,社会経済的発展を考慮した内容

が求められたと考えられる。特に「非該当地域」において

この傾向が強くみられたということは,ある程度環境は整

備されている都市でも、社会経済的な支援が必要とされて

いたことを示すと考えられる。

・都再生手法
の創出

33都市UPPI89-93
・幅広い都市問題の解
決

・革新的手法の都市発 26都市uppng5-99
展事業の開発

構造基金49.5L5
1nnovativeMECUMECU
Measures

(先進的とりく
63.62.4

み)
MECUMECU

URBANI9・蟷潔趨離欝ll8都市 構造基金
Community
Initiatlves

(共同体主導)

8917.5

MECUMECし

・中小都市の支援
70都市URBANnoO-06

・都市再生事例の共有
727.710.3

MEURMEUR

UPPIとの違いの一つとして,「共同体主導枠」注13)から

拠出されているURBANI・IIにはガイドラインがあること

が挙げられる(表3-2)。

表3-2ガイドラインにおけるキーワード
社会・経済・環境に配慮した統合的アプローチ

地域企業との連携

制度・体制の枠組みを超えたパートナーシップの形

地域性の考慮

近隣都市・地域とのネットワークの形成

自然環境への配慮

女性や移民、難民に対する支援

雇用機会の均等
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対象地域はこれに沿って具体的な事業を構築しなけれ

ばならない。URBANHのガイドラインは,実施済みの再生

事業から得られた成果等を反映して作成されている。ここ

では,対象地域の選定基準や事業を構築するにあたって考

慮しなければならない事項において,統合的アプローチや

パートナーシップの形成,自然環境への配慮,社会的弱者

への支援などを重視することを指南している。

ガイドラインにおけるキーワードは,都市再生事業であ

りながら空間的な環境整備よりも,参加主体や事業内容を

包括的に推進するためのしくみや戦略を重視しているこ

とがわかる。

このように,URBANIIIでは,事業を進めるうえで基本的

な方針,および手法として,包括性や統合性を位置づけて

いることがわかる。

4.小括

UPPIにおいて,包括的・統合的な都市再生手法が形成

された主要な要因は次の2点にあると考えられる。

第1に,偶発的に事業化されたといった経緯もあり,実

験的な事業だったため,細かい制約やガイドラインがなく,

柔軟な枠組みで実施されたことである。UPPIでは,人口

規模や「優先目的地域」,中央政府の意向に左右されるこ

となく様々な地域が対象となった。また,従来の実績や経

験にとらわれず,多様で斬新な方法を試みることができた。

っまり,UPPIは,多くの都市に革新的な都市再生手法を

試みる機会を提供したといえる。

第2にUPPIの財源の一部が構造基金から拠出されたこ

とである。構造基金は,EU加盟国の社会経済的な結束の

強化を目的にする財源である。このためUPPIでは,施設

等の建設など空間的な整備だけではなく,雇用や地域経済

の活性化に関する事業が一体的に行われた。

UPPIは、実験的な要素が強かったため,対象都市すべ

てが再生に成功したとはいえない。例えば,ベルリンでは

橋が再生されたものの,従来と同様に補助金として使われ

たに過ぎなかった。しかしUPPIは多くの都市に機会を提

供するとともに,柔軟な事業枠組みでバラエティに富んだ

様々な取り組みを可能にし,新たな手法を開発している。

また,UPPIで開発された手法は,続くURBANなどに反映

されるなど,EUの都市再生政策に大きな影響を及ぼして

いる。したがって実験事業として意義は大きかったと考え

 る。

次章では,UPPIの成功事例として,アントワープ(ベ

ルギー)で行われたBOMプロジェクトとフローニンゲン

(オランダ)で行われたSENDプロジェクトの実態を明ら

かにする。

5.成功事例のケーススタディ

5-1.BOMプロジェクト

〈対象地域の概要〉

アントワープ市は,人口約50万人のベルギ・一一;92の都

市である。アントワープ市では,19世紀後半に地方や他

国からの移住者が急増し,十分な都市計画がないままに都

市が拡大した。20世紀になると,富裕層は郊外へ移転し,

低所得者層や移民が残され,インナーシティでは居住環境

の荒廃が問題となった。

アントワープ市で実施されたUPPIはBOMプロジェクト

と呼ばれている。BOMプロジェクトの対象地域はアントワ

ープ中央駅の北東のANTWERPEN-NOORDとBORGERHOUTにま

たがるインナーシティである(図5-1)。この地域におけ

る既存住宅の75%は1946年以前に建てられており(アン

トワープ市全体では47%),国が定める最低居住水準を満

たしていたのは63%であった。また,事業用オフィス・

店舗の15.4%は空室となるなど,雇用の場としての魅力

も低下していた。さらに失業率も高く,特に若者の失業率

は23.6%にのぼっていた。約55,000人の居住者のうち,

1/4が外国人で,1/3が片親世帯など,人種や家族形態の

多様化も進んでいた文3)。

・"〈:マ＼<IT[へ

綱生∴嘉
一響

図5-1BOMプロジェクト実施地域

〈UPPI実施の経緯と背景〉

アントワープ市は,1990年から住宅改修や教育問題の

解消にむけた事業が行われるなど,UPPI以前から地域環

境の改善に関する事業が行われていた。しかし,失業や社

会的疎外,貧困などの問題は根が深く,空間的な環境の改

善だけではなく,生活環境の改善を含めた一体的な再生方

策や財政的な支援を模索していた。

UPP工は,地域別統計的調査の結果,アントワープ市で

もっとも荒廃した地域を対象にしている。この地域は、ア

ントワープ市の総合計画において居住環境と労働環境の

改善を行う重点地域としても指定されていた。

<事業内容>

BOMプロジェクトは,1)地域の経済基盤を強化し,2)社

会的排除を受けるグループを経済活動に再統合すること

を目的としている。

これまでの取り組みとは異なる点として,BOMプロジェ

クトでは,失業問題や社会的排除問題など,社会経済的な

再生に重点的に取り組みつつ,空間的な環境改善も同時に

行ったことが挙げられる。

具体的なプロジェクトは,①中小企業のサポート・雇用

増加を目的とするビジネスセンターの設立,②若年長期失

業者を対象にした職業経験の機会の提供と,経済活動へ統
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合させる職業経験プロジェクトの実施,③長期失業者が経

済活動に再参加するための支援を目指す職業仲介組織・メ

デイエーションセンターの設立,である(表5-1)。
以下,各事業について具体的に示す。

表5-1BOMプロジェクトの主な事業
    事業名目的実施内容得られた成果

    ビジネスセンターの設立地域内企業'のサポートによる経済基盤の強化・改修による廃校施設の再利用・オフィススペースレンタル(20部屋)・新しい企業の誘致・ワークショップのコーディネート・ニュースレターの発行・周辺地域イメージの向上・にぎわいの測出・オフィススペースの提供・企業の誘致による雇用の創出(期間中139人)・資金の確保
    職業経験プロジェクト若年失業者の社会経済活動への参加支援・職業訓練・技術習得支援・ソーシャルレストランやビジネスセンター、コミュニティセンターでの実地経験(約40週)・雇用の創出(U4人)・移民などマイノリティの雇用・コミュニティセンターとの連携
    メデイエーションセンターの設立長期失業者の経済活動への再参加・個別カウンセリング・技術習得支援・仕事を通じて技術の習得・多数のクライアント(319人)へのコンサルタント、アドバイス・就職(44人)、社会復帰計画(97人)
①ビジネスセンターの設立

ビジネスセンターは,地域の中小企業をサポートし,経

済基盤を強化することを目的に設立されている。具体的に

は,オフィススペースのレンタルや企業の誘致,ニュース

レターの発行による情報の提供などである。

ビジネスセンターの建物は新築せずに,廃校舎を清潔で

新しいデザインに改修した。古くて荒廃したイメージを与

えていた校舎を改修したことは周辺地域の空間的なイメ

L-・一一一ジの向上に貢献した注14)。また,オフィススペースを低
廉iな家賃で提供したことで,中小企業を誘致し,地域内の

雇用機会を増やしたことも特筆すべき点である。さらに,

センターには福祉住宅や職業訓練の場となっている「社会

レストラン」なども混在しており,居住者と来訪者の交流

で活気をもたらされるといった効果も得られた。

従来フランダース地域では,車によるアクセスを重視し,

高速道路のインターチェンジ近郊など,郊外にビジネスセ

ンターを設置していた。しかし,BOMプロジェクトでは,

「地域内企業のサポート」という目的と,近隣住民の生活

実態をふまえて,利便性の高い街なかにビジネスセンター

を設置した。街なかにビジネスセンターを設置することは

初めての試みだったが,ビジネスセンターの利用が増加し,

期間中に139人分の雇用を確保するという成果が得られ

た。この成果をうけて,フランダース地方の他の衰退地域

でも街なかにビジネスセンターを設置する事例がみられ

るようになった。

②職業訓練プロジェクト

職業訓練とは,およそ40週にわたり地域内の中小企業

で若年失業者に対してトレーニングを行うものである。こ

の事業は,若年失業者が現場でトレーニングを受けられる

だけではなく,地域の企業に技術向上への刺激も与えたと

いう点で,地域に大きく貢献したプロジェクトの一っであ

ることが伺える。また,地域内でトレーニングが行われた

ことでプロジェクトの実施が住民の目にもとまり,関心を

ひきつける効果もあった。このように都市再生事業に民間

企業が参加し協同することはフランダース地方では初め

ての事例であったが,大きな成果が得られたといえよう。
③メディエーションセンター

メディエーションセンターは,能力別のクラス分け,職
能態度の改善,技術習得のみならず,個人・家族の問題の

改善,特殊能力の開発など生活全般にわたるサポートをき

め細かく実施し就職の支援を行う場である。社会的な排除

を受ける住民や長期失業者が職業につくことによって,地

域経済基盤の強化だけでなく,住民の精神的な安定にっな

がり,バンダリズムが減少するなど,結果として空間的な

地域環境が向上した。

このようにBOMプロジェクトは,社会経済的な支援を重

視しつつ,空間的な改善を行うなど,多様な事業を統合的

に実施しており,外面的にも生活実感としても,地域社会

の変化を感じることができ,再生の機運を高めたといえる。

<パートナーシップの形成>

BOMプロジェクトでは非営利組織BOM注15)が中心となっ

てプロジェクトを実施した。非営利組織BOMは,自治体や

大学,民間組織などから構成される組織であり,地域再生

を目的に活動している。

非営利組織BOMはプロジェクトの管理を担うが,事業の

実質的な裁量は,BedrijvencentrumNoord-OostAntwerpen
(以下NOA)やStedelijkeOntwikkelingsmaatschappij
Antwerpen(以下SOMA),CentrumvoorInformatieen

Samenlevingsopbouw(以下CISO)などの非営利組織に委

ねられており,これらのパートナーシップで事業が遂行さ

れている(図5-2)。

NOAは,ビジネスセンターの管理・運営を目的に新たに

設立された組織である。具体的には,ワークショップの実

施やオフィスの管理などを行っている。SOMAは,都市・

住宅に関する活動を行う非営利組織であり,BOMと共同し

て,職業経験プロジェクトを運営している。CISOは,メ

ディエーションセンターを運営する地域組織として設立

されている。

実質的な裁量権をNOAやSOMA,CISOなどに委譲したこ

とは,地域の実態を把握できる当事者が管理・運営に携わ

ることができるというメリットがあり,よりきめの細かく

適切な運営が可能になったという点で非常に有効であっ

たといえる。

     一く管理〉一……一……1「〈事業運営〉一一一一一一一一一,1

     非営利組織BOM〈構成団体〉・アントワープ市都市計画課・アントワープ市社会サービス課・コミュニティワーク組織・アントワープ大学・キングボードワン財団・フランドル地方雇用サービス広域社会福祉財団・地域開発公社1暉【ol暉1暉」暉lli■1;NOA:ビジネスセンターと同i}孝に設立された組織     ii5i……12ビジネスセンター     
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図5-2BOMプロジェクトの運営体制
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また同時に,裁量を委ねられたNOAやSOMAなどは,責

任をもって地域に密着した事業を行うことが求められた。

結果としてBOMプロジェクトでは,地域の実態を把握しか

っ管理運営能力のある組織が育成され,事業期間が終了し

た後も良好な地域環境が持続的に維持されることを可能

にした。

このようなパートナーシップ形成の成功要因として,非

営利組織BOM自体が多くの組織によって構成されている

ことが考えられる。非営利組織BOMは,1980年代にアン

トワープ市から都市問題調査の委託を受けていたアント

ワープ大学の主導によって設立された。さまざまな組織か

ら構成されていることは,複合的な事業の実施や統合的ア

プローチを可能にした。例えばアントワープ市行政は,部

局ごとの縦割り行政であったが,非営利組織BOMが設立さ

れたことによって,行政内の連携,協力体制を構築するこ

とができた。また,運営委員会に住民が参加し発言権が正

式に認められたことで,信頼関係が形成され,プロジェク

トの進行に対して住民の協力が得られるようになった。

<財政状況>

BOMプmジェクトは,総額300万ユーロの事業であり,

EU負担額は150万ユーロ,残りの150万ユーロは共同出

資の原則に基づき,地域から捻出された(表5-2)。

BOMプロジェクトでは,アントワープ市,フランダース

地域政府,フランダース共同体などからの出資があった。

ビジネスセンターは,オフィススペースの賃貸料などから

自主財源を確保している。自主財源は共同出資150万ECU

のうち,約26%を占めている。

共同出資者である5団体のうち,3団体(アントワープ

市注16),地域開発公社,フランダース地方雇用サービス)

が非営利組織BOMの構成団体である。プロジェクトの実行

主体である非営利組織BOMが多様な団体で構成されてい

るため,理解が得やすく,財源確保にも貢献していると考

えられる。

職員への人件費に充当された。人件費は,通常の給与だけ

ではなく,事業運営の経験者から助成金の申請方法などの

経営ノウハウを学ぶなど,人材育成にも費やされており,

持続可能性を見据えた運営と考えることができる。

〈事業期間以降の状況〉

非営利組織BOMは,UPPI終了後まもなく,アントワー

プ市内の他の衰退地域の再生に着手したため,現在は地域

の管理を行っていない。

しかしながら,BOMプロジェクトが実施された地域は現

在も良好な環境を維持するとともに,主要3事業も継続し

て行われている(表5-3)。

表5-3終了後のプロジェクトの実態
    主な事業貌状管理組織財政

    ビジネスセンター継続NOA事業費(賃料+サービス料)

    職業経験プロジェクト継続非営利組織DeBouweriJ事業費(賃料+リノベーションなど)助成金(フランダース地域政府・連邦政府)
    メディエーションセンター継続非営利組織VitammeW助成金(アントワープ市・フランダース地域政府・連邦政府・EU社会基金)

ビジネスセンターは,現在もNOAが運営している。NOA

は,BOMプロジェクトの期間中に改装されたオフィススペ

ースの賃料と入居企業へのサービス業務から得られる事

業費で運営されている。恵まれた立地と行き届いた管理で

オフィススペースは満室である。ビジネスセンターに併設

された「社会レストラン」も営業を続けており,地域の人

たちが多く利用している。

職業経験プロジェクトとメディエーションセンターは,

他の非営利組織に管理が引き継がれ,運営を続けている。

失業や雇用,トレーニングに関する問題は,連邦政府や地

域政府でも政策課題になっているため,助成金が多く,こ

のため運営費の多くは助成金によってまかなわれている。

表5-2BOMプロジエクトの財政収支(単位1,000ECU)

事業名
ヒシネス職業経験メデイエー

その他合訓出資団仁 ンヨン

センタープロジェクトセンタ_

EU

地域開発公社

アントワープ市

7254002251501,500

125000125

125000125

フランダース地方
雇用サービス

75300 50 0425

フランダース政府
(近隣再生事業)

0100

0 0

100

フランダース共同体
(貧困問題への助成金)

フランダース政府

事業収入

合計

0

Ol75 50225

40

360

O
o

0
0

60100

40400

工,4508004503003,000

支出は,ビジネスセンターへの支出額が最も多く,全支

出額の5割近くを占めている。ビジネスセンターは,校舎

改修など空間的環境整備を伴ったことで支出が増えたと

推測される。その他の支出は,管理・運営費の一部として

籔翼
憲騨霧饗∴

欝

麟灘獲饗緊繹
写真5-1ビジネスセンターの中庭と概観の様子

以上のように,BOMプロジェクトでは,助成金を受けて

いる間に費用のかかる空間的環境の整備,人材育成を行う

とともにノウハウを蓄積するなど,ソフト・ハードの両側
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面から事業収入が得られる運営体制の確立を行った。この

結果,事業終了後も継続的かつ積極的な活動が展開されて

いる。すなわち,BOMプロジェクトでは,事業期間の終了

を見越して将来的な観点から計画的に投資を行ったこと

が良好な地域環境を持続的に保持できている要因の一つ

であるといえよう。

5-2.SENDプロジェクト

〈対象地域の概要〉

フローニンゲン市は,オランダ北部の中核的な役割を果

たす人口約17万人の都市である。UPPIの対象地域はフロ

ーニンゲン中心街の縁辺部に位置するtheKorreweg/

Oosterparkdistrictである(図5-3)。

プロジェクト実施当時,対象地域には約26,000人が居

住していた。学生や外国人の居住者が多く,住宅ストック

の大半は社会住宅である。さらに既存住宅の90%は第二

次世界大戦前後に建設されたもので,老朽化・荒廃化が進

んでいた。また,社会福祉支援費の受給者が多く,フロー

ニンゲン受給者全体のうち,15%がこの地域に居住してお

り,居住者の23%は失業中であるなど地域全体が衰退して

いた如)。

図5-3SENDプロジェクト対象地域

〈UPPI実施の経緯と背景〉

対象地域では,1980年代半ばから地域を再生するため

に,近隣コミュニティを基盤としながら住宅改修など空間

的な環境改善を中心に行うプロジェクトが実施されてい

た。しかし1990年になると,国の政策方針が都市再生の

方針を空間的改善から社会問題の改善へ転換することに

なる。このため,theKorreweg/Oosterparkdistrictに

おけるプロジェクトも,雇用問題や社会問題の改善による

再生方針へ変i換すべき時期にあった。しかしフローニンゲ

ン市では十分な財源がなく,再生方針も中途半端な状況に

おかれていた。

このような状況の中,フローニンゲン市はUPPIを契機

として社会問題の改善を重視するSENDプロジェクトを実

施した。

<事業内容>

SENDプロジェクトは,1)地域内のビジネスと長期間失

業中の求職者に雇用機会を増やし,労働市場への参加を促

すために地域経済の再生を図ること,2)地域再生の鍵と

なる新たな手法と,主体間のパートナーシップを形成する

こと,3)地域環境の向上が図られるようなサービスの提供

や投資環境を整えることを目的に実施された。

主要なプロジェクトは,①失業者へ職業を斡旋すること

を目的とする雇用センターの設立,②民間企業と地域経済

の強化を目指す企業ネットワークの形成である。サブプロ

ジェクトとして,企業サービスセンターの設置や失業者に

対する職業訓練ワークショップなどが実施された(表5-4)。

①雇用センターの設立

雇用センターは,失業者への雇用を斡旋することを目的

に設立されている。具体的には雇用情報や求職者へのアド

バイス,登録サービス,募集リストの提供,長期失業者に

対して自立を促す個人活動計画を立てる機会の提供を行

っている。このように雇用センターは,失業者に対する手

厚く細かいサービスを提供することが特徴となっている。

また同時に雇用者側とのコミュニケーションを図り,求職

者と雇用者の調整役となるなど,仲介者としての役割を担

っていることが特徴的である。

雇用センターの設置当初,年間15,000人だった利用者

は25,000人に増加した。きめ細かいサービスは,利用者

の評価も高く,フローニンゲン市中央にある雇用センター

よりも利用率が高くなった。雇用センターは,Korreweg/

Oosterparkdistrict地域の商店や他のサービス機関の窓

口が集まる場所に設立されたため,利用者にとって利便性

が高いだけでなく,地域再生に向けた取り組みを住民自身

が日常的に感じることができるという利点もあった。

②企業ネットワークの形成

企業ネットワークは,中小企業の情報の共有やワーク

ショップを通して,地域経済基盤を強化することを目的に

形成されている。

表5-4SENDプロジェクトの主な事業
     主な事業冒的実施内容得られた成果

     雇用センターの設立失業者への雇用斡旋・雇用情報の提供・求職者へのアドバイス、登録サービス、募集リストなどの提供・個人活動計画の作成支援・雇用者側とのコミュニケーションの支援・利用者の増加(15,000人から25,000人)・周辺住民へのプロジェクトの周知
     企業ネットワークの形成地域と企業の相互の利益の増進・中小企業情報の共有(戸別訪問)・マーケティング・ワークショップの開催・ワークショップへの参加(190人)・戸別訪問(195件)・技術トレーニング受講者の67%が就職

     サブプロジェクト「TheFacilitadngMethod」企業ネットワーク形成の支援企業ネットワークを促進するために情報提供や適任者の紹介など・地域企業の83人分の欠員が補充・商業施設の誘致     企業サービスセンター財政的に苦しい中小企業支援長期失業者のトレーニング場情報の提供失業者の情報技術取得の支援・トレーニングを受講者の78%が就職・有益な情報の共有
     TheW卜HBワークショップ失業者のトレーニングをかねた家電等の再利用家電や車の修理を通して技能を身につけ、修理された家電等は販売する・受講者の約半数が新たな就職を確保
     環境改善プロジェクト長期失業者のトレーニングと居住環境の改善庭の整備や配管の修理など・受講者の約半数が新たな就職を確保・地域環境の向上
     犯罪防止プロジェクト地域の安全性の向上犯罪防止のための地域環境の整備・地域環境の改善・受講者の技能の向上
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具体的には,マーケティングや商品の演出,雇用手法な
どのワークショップの開催などである。また中小企業を個
別に訪問し,企業の要求を把握するなど事業の情報を提供
している。このような中小企業に対する個別訪問は,事業
主の関心を高め,ワークショップなどへの参加を促すなど,
広報活動としての一面も持ち合わせていた。また,事業開
発のために失業者を雇用し,技術トレーニングも実施され
 た。

ワークショップには190人の参加,個別訪問には195件
の参加があった。また技術トレーニング受講者のうち67%
は就職することができた。企業ネットワークは,長期的な
視点で社会改善を目指していたが,民間企業は各々の問題
の早期解決を求めており,初期に参加を募ることは難しい
ものだった。しかし,民間企業にとって利益のある事業で
あることを個別訪問を通して具体的に示し、参加者の増加
を図った。

③サブプロジェクト

以上のような主要な2つのプロジェクト以外にも,中小
企業の支援を主要な目的とする5つのサブプロジェクト

(1.TheFacilitatingMethod,2.企業サービスセンター,
3,TheWH工Bワークショップ,4.環境改善プロジェクト,
5.犯罪防止プロジェクト)が実施された。

TheFacilitatingMethodは,企業ネットワークの形成

を支援するために,市場ニーズの情報や,企業に適切な人
材情報などを提供した。職業訓練の場として地域企業と連
動してプロジェクトを実施したため,雇い主や地域住民の

関心を高め,地域全体の機運を高めることにも貢献した。
企業サービスセンターは,長期失業者や若者失業者に対

する情報技術の習得を支援した。

WHIBワークショップや環境改善および犯罪防止プロジ

ェクトは,失業者の職業訓練および技術習得と連動させて

行われた。たとえばビジネスシュミレーションというワー
クショップでは,失業者が車両整備や家電のリサイクルな

ど様々な業務を地域の企業で実際に体験することができ
た。修理された製品は,安価に売り出され,地域内の低所
得者にもメリットがあった。

環境改善プログラムや犯罪防止プログラムは,建物の改
修や造園,配管交換の業務などと関連させながら実施され
た。このため,失業者は技術を習得することができたと同
時に,都市内環境も向上した。サブプロジェクトのワーク

ショップには76名の参加があり,およそ半数が就職して
いる。また,これらのワークショップに関連して800以上
の住宅で,改修および設備改善が行われた。

このようにSENDプロジェクトでは,中小企業の支援を
基本としっつ,空間的な環境再生や地域の治安維持に関連
させるなど,様々な事業を関連させながら再生に取り組ん
でいることがわかる。

<パートナーシップの実態>

SENDプロジェクトは,フローニンゲン市都市計画課が
全体的な管理を担っている(図5-4)。
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図5-4SENDプロジェクトの運営体制

プロジェクトの指針など,事業運営に関わる重要な事項
は運営員会で協議される。この運営委員会は,フローニン
ゲン市や職業安定所,トレーニングセンター,地域の中小
企業や住民など多くの主体によって構成されており必要
に応じてフレキシブルに設置された。実質的な事業の運営
は,多様な主体によるパートナーシップで進められた。
雇用センターは,職業安定所,市の社会サービス課,
TemporaryEmploymentAgency,雇用創出機関の協力体制

で運営された。企業ネットワークは,専門家の協議のもと,
フローニンゲンビジネスセンターという運営組織を新た
に設立した。TheFacilitatingMethodは,フローニンゲ

ン市の都市計画課・経済課,職業安定所の協力で運営され
 た。

企業サービスセンターは,非営利組織'tSTIN
organizationの支援で実施された。非営利組織'tSTIN

organizationは,若年失業者に対して情報技術を教育す
ることを目的に設立され,企業サービスセンターの運営に
密接に関わった。また職業訓練に関するプログラムは,職
業訓練のワークショップを専門的に担うWHIBという組織
が担当した。

このように,フローニンゲンでは多様な参加主体のパー

トナーシップでプロジェクトが進められたことがわかる。
このような運営が可能になった要因として次の3点を挙
げることができる。

第1に,各主体に対し初動期からプロジェクトへの参加

を促したことである。プロジェクトが動きはじめた当初,
参加者は必ずしも自発的に参加しているとはいえない状
況であった。しかしフローニンゲン市は,関係団体と清報
や問題意識を共有し,ワークショップなどの作業を共同で
実施するなど,良好な関係を形成することに成功した。ま
た,情報誌の発行・広報やパフォーマンスを行い,地域で
プロジェクト進行が行われていることを積極的にアピー

ルした。結果としてこのような活動は,プロジェクト終了
後に他団体からの助成金を獲得すること,さらには地方議
員の理解を得ることにもっながった。

第2に,プロジェクト事業内容はフローニンゲン市が単
独で決めるのではなく,運営委員会で協議のうえ決定する
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としたことである。これによって,運営委員会が形骸化す

ることなく実質的な内容を伴って開催されたため,パート

ナー同士の対話を促すとともに,相互の結束を深めたとい

える。

第3に,事業の管理を,運営主体に分担・委譲したこと

である。SENDプロジェクト全体の管理・運営はフローニ

ンゲン市が担うが,具体的な事業の実施は,サポートやガ

イドを行いっつ他の団体に委ねた。このように行政よりも,

現場で活動する組織に裁量が与えられたことで,地域の状

況にフレキシブルに対応することが可能になるとともに,

地域住民の参加を促したといえる。それぞれの組織が責任

を分担することは,従来のトップダウン型の手法と比較す

ると時間と手間がかかるが,地域との協同や持続可能性と

いう観点から考えると,より効果的であったといえよう。

<財政状況>

SENDプロジェクトの事業総額は,約977万ECUである

(表5-6)注17)。このうちEUは事業全体の約35%にあた

る348万ECUを負担している。残りは,フローニンゲン市

が326万ECUと最も大きい資金を拠出しているほか,国や

広域政府,HA・ハウジングアソシエーションなどが負担し

ている。またWHIBプロジェクトなどでは,事業を通じて

自主財源を確保することができており,運営資金の獲得に

も成功している。

表5-6SENDプロジェクト財政収支状況(単位1,000ECU)

EU1,168

フロ・一ニングン市1,172

公的団体953
(国広域自治体HAなど)

他の協力団体0

合計3,293

3818833323234003,487

1846052932957213,270

0

0469270551,747

34424813155001,273

9091,7361,2251,4381,1769,777

表5-7SENDプロジェクト終了後の状況
    事業終了後管理組織財源

    雇用センターの設立継続市社会サービス課や職業安定所など市社会サービス課や職業安定所などの出資
    企業ネットワークの形成移転継続フローニンゲン市市の助成金

    TheFac111tatlngMethod継続フローニンゲン市一

    企業サービスセンター継続'tSTINOrgan1Zat10n自主財源
    WHIBワークショップ継続WHIB自主財源

写真5-2良好な環境を維持する地域の様子

SENDプロジェクトファイナルレポートより著者作成

支出では雇用センターが最も多く,329万ECUとなって

いる。雇用センターは建物の改修を行ったため,空間的な

改善を伴う事業の建設費等への投資であると推測される。

その他,サブプロジェクトの職業訓練ワークショップへの

支出が大きい。これはワークショップに要する材料費や人

件費に費やされたものである。対象地域は,失業率が高く

生活保護を受ける世帯が多いため,SENDプロジェクトで

は,人材育成,技術トレーニングなどを通して積極的な雇

用の創出が図られている。

<事業期間以降の状況>

SENDプロジェクトが終了して以降も対象地域は良好な

環境を維持している(写真5-2)。また,SENDプロジェク

トで実施された事業は,社会情勢の変化にしなやかに対応

しながら現在も継続している(表5-7)。

雇用センターは市や職業安定所などの出資によって活

動を継続している。企業ネットワークは移転したため,

SENDプロジェクトが行われた地域にはないが,市の助成

金を受けて他の地域で運営されている。TheFacilltating

Methodはフローニンゲン市で継続されているだけではな

く,オランダ政府の政策にも反映されている。企業サービ

スセンターやWHIBワークショップは,情報技術の進展や

必要とされる技能の変化など社会状況に柔軟に対応しな

がら民間の組織が自主財源で継続している。

このように,SENDプロジェクトでは,UPPIの事業を基

本としつつも,時代の変化や地域環境の変化に応じて柔軟

な対応をとった。この対応が事業終了後の地域環境の持続

可能性を高めたと考えることができる。
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写真5-3現在も活動を続けるWH【Bセンター
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5-3.事業内容の比較

UPPIにおいてBOMプロジェクトは非営利組織が主導し,

SENDプロジェクトは自治体が主導した。BOMプロジェクト

において非営利組織BOMは,将来的な展望をもって計画的

に地域再生に取り組んだ。一方フローニンゲン市は,オラ

ンダの都市のなかでも厳密な都市政策・交通政策を誇る自

治体である。市はSENDプロジェクトの運営でも強力なリ

ーダーシップを発揮しつつ,多くの参加者との協議のもと

でプロジェクトを進めた。主導した主体の相違はあるもの

の,多様な事業を統合的に行う手法や多くの参加主体によ

るプロジェクトの運営,地域再生を明確に見据えた既存計

画が立てられていた点は共通する。

また,事業内容は,単なる空間的な再生にとどまらず,

社会経済的なプログラムを一体的に行い,居住者の生活の

質を統合的に支援した。さらに,自治体,公的な団体だけ

ではなく,地域の中小企業や居住者などの参加のもとでプ

ロジェクトが運営されている。そして,助成金ありきでは

なく既存の地域再生計画を遂行するためにUPPIの資金を
有効に活用した。つまり戦略的に地域再生を進めたことが

最も重要な点であるといえよう。

6.まとめ一日本における街なか居住環境整備への提案

本研究では,都市レベルにおける再生手法の観点から,

持続可能な街なか居住環境を整備するためのいくつかの

示唆を得ることができた。

第1に,空間的な整備だけではなく,社会経済的な支援

を統合的に行うことである。成功事例では,地域の課題で

あった雇用や生活支援に関わる事業を一体的に行ったこ

とで,居住者の自立を促し,地域環境の持続性を高めたこ

とが明らかになっている。日本でも社会経済的な支援が行

われているが,各事業が分野ごとに実施されるため,それ

ぞれの取り組みの成果が蓄積されず,その結果,地域再生

に効率的に反映されていないように思われる。

第2に,できる限り初期の段階から多くの関係団体,企

業,住民の参加を促し,パートナーシップのもとで協議・

運営を行うことである。日本においてもパートナーシップ

が重視されているが,事例では,実質的な事業運営の裁量

を委ねるなど,より強力な連携が図られたことがわかった。

このような運営体制は各事業レベルでの自立的な運営を

可能にするとともに,各事業の責任を明確化したことで,

持続性を高めたといえよう。

第3に,事業期間中だけではなく,将来的な運営体制を

見据えて,事業を展開するということも重要な方策の一っ

である。BOMプロジェクトでは,助成金を活用して人材育

成を積極的に行い,事業運営のノウハウを蓄積した。この

結果,助成期間が終了した後も,事業収入や他の助成金を

受けながら継続的な活動が可能となっている。

このように持続可能な居住環境整備を実現させるため

には,場当たり的・縦割りで事業資金を"浪費"するので

はなく,将来のビジョンを明確にし,計画的かっ戦略的に

資金を活用していくことが重要であるといえよう。
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<注>

1)EUの欧州委員会,政策部門には,地域政策総局のほかに農
業総局や経済・金融総局など16の担当部局がある。都市政
策を中心に担うのは地域政策総局である。

2)2004年2月,2005年3EにEU・地域政策総局でUnitof
REGIO.B.2に所属するSonjaHaertel氏、の協力でヒアリン
グを実施した。

3)Eurocitiesは,欧州主要都市のネットワーク組織である。
theDutchG4citiesofficeでEurocitiesのHansVErdonk

氏の協力でヒアリングを実施した。ECOTECは,欧州を拠点
にするコンサルタントである。ECOTECはEUの都市監査に参
加しており,EUによる都市政策に詳しい。当時ECOTECに在
籍していたNickBozeat氏へ文書での調査を2004年6月に
行った。

4)BOMはBuurtontwikkelingsmaatschappij(オランダ語)の
略称で英訳するとNeighborh。oddevelopmentsocietyとな
る。UPPIにおいてBOMという名称は,「BOMプロジェクト」
というプロジェクト名と,「非営利組織BOM」という組織名
の両方に使用されている。

5)SENDはSocio-Ec。nomicNetworkDevelopmentの頭文字であ
 る。

6)ヒアリングは2004年2月,2005年3月に実施した。非営利
組織BOM設立の中心人物であった元アントワープ大学教授
のErikVanHove氏と,非営利組織BOMの運営スタッフであ
るBieB。smans氏に,BOMプロジェクトの実施経緯や体制,
プロジェクト以降の地域の状況などに関するヒアリングを
行った。また,実際に現地を訪れ,ビジネスセンターの現状
や,職業訓練生の話を聞くことができた。フローニンゲン市
ではSENDプロジェクトの担当職員だったフローニンゲン市
都市計画課のTolnerGerard氏と元市職員で同じくSENDプ
ロジェクトの担当者だったRenedeJOng氏ヘヒアリングを
実施し,現地調査を行った。ヒアリング後もEメール等で議
論,質疑応答を行った。

7)構造基金とは,GDP比率を根拠とする地域間格差是正を目的
とする加盟国への補助金のことである。構造基金は,欧州地
域開発基金(ERDF),欧州社会基金(ERF),欧州農業指導保障
基金指導部門(EAGGF),漁業指導基金(FIFG)である。

8)Millanは1980年代後半にロンドンのインナーシティを訪れ,
その荒廃した状況を目の当たりにした。しかしロンドンでは,
GLCの廃止など行政体制が混乱していたため適切な対応がで
きずにいた。また,Millanはイギリスの出身であったこと
から,ロンドンの再生に積極的に動いたのではないか,とい
う見解もある。文献2)に詳しい。

9)1986年にポルトガルとスペインが加盟したことで都市間の
経済格差がひろがり,EU全体の競争力の低下や,加盟国の
意見分裂が懸念されていた。このため都市間の格差縮小はま
すます重要な課題となっていた。

10)当時の加盟国は全部で12加盟国であった。ルクセンブルク
を除くすべての国で対象地域が選定された。

11)ここで扱う成功事例はEUによって「都市管理とサステイナ
ビリティの優れた事例」として選ばれた15都市のうち,詳
細な事業内容を把握することのできた10都市を扱っている。

12)ベルリンでは部分的に優先目的地域1と2に該当する地域が
存在した。

13)「共同体主導枠」とは、共同体の発案に基づいて実施される
事業のことである。

14)数字としてのデータはないが,周辺住民はUPPI実施以前よ
りも明るいイメージになったという声が聞かれた。

15)ベルギーにおいて非営利組織を意味するVZW(オランダ語で
Verenigingzonderwinstgevend)はベルギー-Ue法に基づい
て認定されている法人格である。VZWの理事会には,市役所
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などの行政が構成メンバーとして参画する場合もあり,全
VZWのうち約1/4のVZWに行政が参画している。

16)アントワープ市は,都市計画課と社会サービス課の両者を含
 む。

17)SENDプロジェクトの支出は、UPPI期間内の厳密な金額に関
するデータは収集できなかった。表5-6はフローニンゲン市
が、対象地域で実施した再生プロジェクトに対する総額であ
るため、表2-1の総額よりも大きい。
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